
東急株式会社

9005 https://www.tokyu.co.jp/

2026年3⽉期 決算概況資料

2026年5⽉12⽇

〇 ２０２５年度決算実績、２０２６年度業績予想についてご説明いたします。
なお、前年度との⽐較に加えて、２⽉に更新した通期業績予想との⽐較も
併せてご説明します。
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2025年度 決算実績ポイント①

 営業収益は、ホテル・リゾート事業を始め、全ての事業が好調に推移し増収、
営業利益は、不動産販売業において前年度に⼤型物件の販売があったことの反動等により前年並み

 親会社株主に帰属する当期純利益は、東急リアル・エステート投資法⼈の投資⼝追加取得に伴う負ののれん相当額の
計上に加え、持分法投資利益の増加等を受け増益

▎前年度との⽐較

対前年2025年度
実績

2024年度
実績（億円）

+311
（+3.0%）

10,86110,549営業収益

△2
（△0.3%）

1,0311,034営業利益
△27

（△16.4%）142170不動産販売業 営業利益
+25

（+2.9%）889864不動産販売業を除く営業利益

+20
（+2.0%）

1,0471,027事業利益

+84
（+7.8%）

1,1611,077経常利益

+73
（+9.3%）

870796親会社株主に帰属する
当期純利益

対予想2025年度
2⽉予想

△18
（△0.2%）

10,880

△28
（△2.6%）

1,060
+9

（+7.0%）133
△37

（△4.0%）926

△27
（△2.5%）

1,074

△14
（△1.2%）

1,176

+30
（+3.7%）

840
※ 事業利益＝ 営業利益＋上場会社を除く持分法投資損益 ＋不動産事業等に係る受取配当

▎2025年度 2⽉予想との⽐較
 営業利益は、交通事業および不動産事業を中⼼に、各事業において⼯事竣⼯が早まったこと等により減益、

親会社株主に帰属する当期純利益は、持分法投資利益の増加等により増益

〇 はじめに、２０２５年度決算の概要です。

〇 営業収益１兆８６１億円、営業利益１，０３１億円、
親会社株主に帰属する当期純利益８７０億円となりました。

〇 対前年では、ホテル・リゾート事業が好調に推移したことに加え、
全ての事業が前年度を上回り＋３１１億円の増収となったものの、
不動産販売業において前年度⼤型物件の販売があったことによる反動もあり、
△２億円減益となりました。

〇 親会社株主に帰属する当期純利益は、東急リアル・エステート投資法⼈の
投資⼝を買い増しし、持分法適⽤の対象としたことに伴う負ののれん相当額を、
持分法投資利益として６６億円計上したことに加え、
東急不動産ホールディングスをはじめとする持分法投資利益の増加等により、
＋７３億円増益となりました。

〇 右側、２⽉に更新した業績予想との⽐較においては、
営業利益は、交通事業および不動産事業を中⼼に、各事業において
費⽤を前倒しで計上したこと等により△２８億円減益となりました。

⼀⽅、親会社株主に帰属する当期純利益は、持分法投資利益の増加や、
各種利益創出により＋３０億円増益です。
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2025年度 決算実績ポイント② 【経営指標】

※ 事業利益＝ 営業利益＋上場会社を除く持分法投資損益 ＋不動産事業等に係る受取配当

対前年2025年度
実績

2024年度
実績

+17.44152.25134.81（円）EPS
（⼀株当たり当期純利益）

+0.210.09.8（%）ROE
（⾃⼰資本利益率）

△0.13.73.8（%）ROA
（総資産事業利益率※）

+137
（+6.4%）

2,2792,141（億円）東急EBITDA(※)

+17
（+0.9%）

1,9171,900（億円）EBITDA

+0.06.16.0（倍）
有利⼦負債
/  東急EBITDA倍率

+0.36.86.5（倍）
純有利⼦負債
/  EBITDA倍率

対予想2025年度
2⽉予想

+5.37146.88

+0.29.8

△0.23.9

△12
（△0.6%）

2,292

△24
（△1.3%）

1,942

+0.16.0

△0.06.8

※ 東急EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費 ＋ のれん償却費 ＋ 固定資産除却費＋受取利息配当＋持分法投資損益

〇 続いて、経営指標について説明します。
上段、ＥＰＳ⼀株当たり当期純利益は１５２.２５円となり、
過去最⾼であった前年度から＋１２.９％の増加です。

〇 ROEは１０.０％、ROAは３.７%となり、おおむね前年並みを維持しております。
また、財務健全性については、純有利⼦負債/EBITDA倍率で６.８倍となりました。
不動産販売業にて、不動産の取得などが進んだことにより、
有利⼦負債が前年度から９３０億円増加しておりますが、
EBITDAの増加もあり６倍台を維持しております。

5



4© 2026 TOKYU CORPORATION All Rights Reserved.

（2024年度）
営業利益

ホテル・リゾート ⽣活サービス 交通 不動産 全社・消去 （2025年度）
営業利益

2025年度 セグメント別営業利益 決算実績ポイント【対前年】

東急電鉄等 △23
東急バス △5 不動産販売業 △27

不動産賃貸業 △20
不動産管理業 +6

1,0311,034
+30

+25 △16 △48

+5

リテール +7
‒ 東急百貨店 +5
‒ 東急ストア △0

ICT・メディア +17
‒ 東急レクリエーション +14
‒ 東急パワーサプライ +5
‒ イッツ・コミュニケーションズ △3

東急ホテルズ等 +23

（億円）

〇 営業利益について、前年度との⽐較でセグメント別にポイントをご説明します。

〇 ホテル・リゾート事業は、ホテルの⼀室単価の上昇等、
引き続き好調に推移し、＋３０億円増益となりました。

〇 ⽣活サービス事業では、映画興⾏が好調だった東急レクリエーションや、
電⼒⼩売りの東急パワーサプライが好調に推移し、＋２５億円の増益。

〇 交通事業は、東急電鉄において輸送⼈員が前年から＋３.１％増加となった⼀⽅、
費⽤の増加や、東急バスでの減益もあり、△１６億円減益となりました。

〇 不動産事業は、前年度に⼤型マンションの引き渡しが多かったことや、
不動産賃貸業でのコスト増加、前年度のテナント退店補償等の
⼀過性要因の剥落により、△４８億円減益となりました。

6
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（2025年度）
営業利益 2⽉予想

ホテル・リゾート ⽣活サービス 不動産 交通 全社・消去 （2025年度）
営業利益

2025年度 セグメント別営業利益 決算実績ポイント【対2⽉予想】

リテール △9
‒ 東急ストア △3
‒ 東急百貨店 +3

ICT・メディア +4
‒ 東急パワーサプライ △2
‒ 東急エージェンシー △1

不動産販売業 +9
不動産賃貸業 △18
不動産管理業 △2

東急電鉄等 △11

1,060 △5△2
△13

△10
+3

（億円）

東急ホテルズ等 △6

1,031

〇 業績予想との⽐較で、セグメント別にポイントをご説明します。

〇 ホテル・リゾート事業は、ホテル業の稼働率、⼀室単価は概ね想定通りでしたが、
修繕費等のコストの執⾏により、△２億円減益となりました。

〇 ⽣活サービス事業は、全般的に好調に推移しておりますが、
東急ストアでの除却関連コストの計上などもあり、△５億円減益です。

〇 不動産事業においては、不動産販売業にて販売コストの減少や
好調な海外事業により、増益となった⼀⽅、
不動産賃貸業において修繕費等の費⽤執⾏の増加等があり、△１０億円減益です。

〇 交通事業は、東急電鉄において、⼈件費の増加に加え、
修繕費の前倒しなどにより△１３億円減益となりました。

7



6© 2026 TOKYU CORPORATION All Rights Reserved.

セグメント情報① 交通事業

▎東急電鉄 営業費⽤内訳

FY2025 実績

2024年度 2025年度 2025年度
実績 実績 2⽉予想

＋ 63 △ 6 
（＋ 2.9%） （△ 0.3%）

＋ 28 △ 2 
（＋ 1.8%） （△ 0.1%）

＋ 6 ＋ 0 
（＋ 2.4%） （＋ 0.3%）

＋ 27 △ 5 
（＋ 9.6%） （△ 1.7%）

△ 16 △ 13 
（△ 5.7%） （△ 4.7%）

△ 23 △ 11 
（△ 9.2%） （△ 5.0%）

△ 5 ＋ 0 
（△ 23.2%） （＋ 5.2%）

＋ 11 △ 2 
（＋ 77.4%） （△ 8.5%）

（単位：億円）
増減 摘要 増減

東急電鉄等 1,631 1,660    運賃収⼊ 1,528 (+26) 1,662

295

営業利益

営業収益 2,206 2,269       輸送⼈員 +3.1% (定期外 +2.7%、 定期 +3.4%)
  ┌ 運賃収⼊ +1.8% (定期外 +2.6%、 定期 +0.4%) 2,276

東急バス 289 296    運賃収⼊ +2.1%

東急電鉄等 251 228 240

289 273 287

その他 284 312 317

東急バス 22 17 16

その他 15 27 29

2024年度
実績

2025年度
実績

2025-2024
増減

営業費⽤合計 1,386 1,435 + 49
⼈件費 350 364 + 13
動⼒費 94 98 + 4
修繕費 112 130 + 18
経費 413 424 + 11
諸税 80 72 △ 8
減価償却費 334 342 + 7

(単位：億円)

32

〇 ここからは、セグメント別のポイントについて、ご説明申し上げます。

〇 交通事業は、営業収益２，２６９億円、営業利益２７３億円で、
対前年＋６３億円増収、△１６億円減益でございます。

〇 鉄道業の東急電鉄の営業収益は１，６６０億円、営業利益は２２８億円、
対前年＋２８億円増収、△２３億円減益となりました。

〇 輸送⼈員は対前年＋３．１％、運賃収⼊は＋１．８％の増加、
＋２６億円増収となりました。

〇 ページ下段に記載の営業費⽤については、
⼈件費や経費、修繕費の増加等により、合計で＋４９億円の増加です。

〇 東急バスは、営業収益２９６億円、営業利益１７億円となり、
＋６億円増収、⼈件費の増加等により△５億円減益となりました。

〇 業績予想との⽐較では、営業収益△６億円減収、営業利益△１３億円減益です。
東急電鉄における、⼈件費や修繕費等の増加が要因となります。
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鉄軌道事業の状況（１）

東急電鉄： 輸送⼈員・運賃収⼊

東急電鉄： 輸送⼈員（対前年同⽉⽐）

輸送⼈員は、各路線における利⽤者数の増加等に伴い、前年を上回って推移４Q（1-3⽉）の状況
改札通過⼈員は、対前年⽐ +3％程度で推移4⽉の状況

（単位：%）

△1.0
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0

24/04 24/05 24/06 24/07 24/08 24/09 24/10 24/11 24/12 25/01 25/02 25/03 25/04 25/05 25/06 25/07 25/08 25/09 25/10 25/11 25/12 26/01 26/02 26/03
対前年 定期 4.2 3.6 2.9 3.3 3.4 3.1 2.9 2.8 2.5 3.3 △ 0.6 3.6 3.4 2.9 2.9 3.3 3.7 3.8 3.1 2.8 3.3 3.7 3.6 4.1
対前年 定期外 4.9 4.5 3.8 2.8 1.5 2.5 4.7 4.2 2.1 4.2 0.4 2.1 1.9 2.2 3.3 4.6 5.8 3.1 0.0 1.5 2.6 3.8 1.1 2.5

対前年 定期 対前年 定期外

2024年度 2025年度 対前年 2026年度 対前年
（単位：千⼈、百万円） 4Q実績 4Q実績 増減 通期予想 増減

合計 1,083,879 1,117,024 ＋3.1% 1,143,831 ＋2.4%
 定期外 489,438 502,515 ＋2.7% 515,441 ＋2.6%
 定期 594,441 614,509 ＋3.4% 628,390 ＋2.3%
合計 150,173 152,837 ＋1.8% 156,869 ＋2.6%
 定期外 92,280 94,709 ＋2.6% 97,119 ＋2.5%
 定期 57,893 58,127 ＋0.4% 59,749 ＋2.8%

輸送⼈員

運賃収⼊

21
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2024年度 2025年度 2025年度
実績 実績 2⽉予想

＋ 92 ＋ 25 
（＋ 3.6%） （＋ 1.0%）

＋ 6 ＋ 14 
（＋ 1.0%） （＋ 2.2%）

＋ 0 ＋ 0 
（＋ 0.0%） （＋ 0.1%）

＋ 6 ＋ 13 
（＋ 4.4%） （＋ 10.3%）

＋ 22 ＋ 1 
（＋ 1.7%） （＋ 0.1%）

＋ 19 ＋ 4 
（＋ 1.7%） （＋ 0.4%）

＋ 8 △ 0 
（＋ 2.3%） （△ 0.2%）

＋ 55 ＋ 10 
（＋ 31.2%） （＋ 4.9%）

△ 48 △ 10 
（△ 9.9%） （△ 2.3%）

△ 27 ＋ 9 
（△ 16.4%） （＋ 7.0%）

△ 39 ＋ 0 
（△ 27.5%） （＋ 0.9%）

＋ 11 ＋ 8 
（＋ 43.3%） （＋ 27.9%）

△ 20 △ 18 
（△ 7.9%） （△ 7.0%）

△ 21 △ 12 
（△ 9.7%） （△ 6.0%）

＋ 6 △ 2 
（＋ 12.5%） （△ 3.8%）

△ 5 ＋ 1 
（−） (−)

（単位：億円）
増減 摘要 増減

不動産販売業 653 660   645

営業収益 2,537 2,629 2,604

不動産賃貸業 1,358 1,381 歩合賃料の増加、賃料改定等 1,379

 うち当社不動産販売 513 513 マンション分譲の販売⼾数減少 513

 うち海外⼦会社不動産販売 140 146 ベトナム481⼾（△29⼾）、オーストラリア149区画（+23区画） 132

不動産管理業 348 356 357

 うち、当社不動産賃貸 1,177 1,197 既存物件からの賃料収⼊ +25億円（+2.5％） 1,192

営業利益 483 435 446

その他 176 231 220

 うち当社不動産販売 143 104 マンション分譲の販売⼾数減少 103

不動産販売業 170 142 133

 うち、当社不動産賃貸 219 198 既存物件からの利益 +18億円（+6.7％） 210

不動産賃貸業 263 242 261

 うち海外⼦会社不動産販売 26 38 30

その他 △ 1 △ 6 △ 7

不動産管理業 50 57 59

セグメント情報② 不動産事業FY2025 実績

2024年度 2025年度 2025年度
実績 実績 2⽉予想

 住宅 420 205 引渡⼾数 242⼾（△94⼾） 206

営業収益

＋ 189 ＋ 0 

（単位：億円）
増減 摘要 増減

△ 214 △ 1 

 その他 24 51 50＋ 27 ＋ 0 

 資産回転型ビル事業等 69 258 引渡棟数 14件（+11件） 258

営業利益

 資産回転型ビル事業等 14 72 73

 住宅 142 44 39△ 97 

＋ 57 

＋ 5 

△ 1 

 その他 △ 8 △ 2 △ 7＋ 6 ＋ 4 

▎当社不動産販売 概要

※引渡区画数は当社持分を乗じた数値

※引渡⼾数は当社持分を乗じた数値

33

〇 不動産事業は、営業収益 ２，６２９億円、営業利益 ４３５億円。
対前年＋９２億円増収、△４８億円減益でございます。

〇 不動産販売業は、営業収益６６０億円、営業利益１４２億円、
賃貸マンション等、資産回転型ビル事業による売却で＋６億円の増収と
なったものの、前年に⼤型マンション販売があった反動減等により、
△２７億円減益となりました。

〇 なお当期より、不動産販売業の内訳を追加し、当社不動産販売業に加えて、
海外⼦会社の不動産販売業についても記載しております。
また、国内の販売業については、マンション等の住宅販売と
資産回転型ビル事業等の物件売却の内訳を、欄外に記載をしております。
当期は、国内では住宅販売が⼤きく減る⼀⽅、物件売却は増加しております。
また、海外での販売も増加しております。

〇 不動産賃貸業は営業収益１，３８１億円、営業利益は２４２億円、
渋⾕スクランブルスクエアなど基幹物件が好調に推移し＋２２億円増収と
なった⼀⽅、前年度上期に解約違約⾦等の⼀過性の収益計上があった反動や、
今後再開発を⾏うエリア等の物件でのテナントの退去等により、
△２０億円減益です。

〇 また、当期より摘要欄において、再開発による物件の閉鎖やテナントの退去、
新規物件の開業コスト等の特殊要因を除いた、既存物件の動向を記載してます。
既存物件では、営業収益は＋２．５％、＋２５億円増収、
営業利益は＋６．７％、＋１８億円増益となる等、賃料等の上昇が
増益に寄与する形となっております。



〇 不動産管理業は営業収益３５６億円、営業利益５７億円で、
対前年＋８億円増収、＋６億円増益です。

〇 業績予想との⽐較は、セグメント合計で、
営業収益＋２５億円増収、営業利益△１０億円減益です。
不動産販売業は、海外を中⼼に好調に推移し＋９億円増益となった⼀⽅、
不動産賃貸業では、費⽤執⾏の増加等により、△１８億円減益となりました。
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2024年度 2025年度 2025年度
実績 実績 2⽉予想

△ 44 △ 12 
（△ 1.3%） （△ 0.4%）

＋ 3 △ 4 
（＋ 0.6%） （△ 0.7%）

△ 57 △ 16 
（△ 2.6%） （△ 0.7%）

＋ 8 ＋ 7 
（＋ 1.4%） （＋ 1.3%）

＋ 7 △ 9 
（＋ 11.5%） （△ 12.0%）

＋ 5 ＋ 3 
（＋ 84.3%） （＋ 45.2%）

△ 0 △ 3 
（△ 2.0%） （△ 8.1%）

＋ 3 △ 9 
（＋ 22.8%） （△ 37.3%）

 その他 13 16 25

 東急ストア 45 44 48

 東急百貨店 6 11 8

営業利益 64 72 82

 その他 607 616 608

 東急ストア 2,198 2,141    売上⾼増減率 全店 △2.5%  既存店 +3.8% 2,157

 東急百貨店 606 609  売上⾼増減率 全店 +0.6%
 総売上⾼（賃貸含む）増減率既存店 +1.5% 614

営業収益 3,412 3,367 3,380
（単位：億円）

増減 摘要 増減

セグメント情報③ ⽣活サービス事業（リテール）FY2025 実績

34

〇 次に、⽣活サービス事業でございます。
全体では、営業収益 ５，３３２億円、営業利益 ２１８億円。
対前年＋５８億円増収、＋２５億円増益でございました。

〇 リテール事業は、営業収益 ３，３６７億円、営業利益 ７２億円、
対前年△４４億円減収、＋７億円増益です。

〇 東急百貨店は、営業収益６０９億円、営業利益１１億円、
賃貸区画を含む総売上⾼の増加などにより、
対前年＋３億円増収、＋５億円増益となりました。

〇 東急ストアは、営業収益２，１４１億円、営業利益４４億円。
商品単価の値上げにより、既存店舗では売上⾼が＋３.８％増加となったものの、
⼤型店のフレル鷺沼店が再開発に伴い閉店したこと等により
△５７億円減収、営業利益は前年並みです。

〇 その他では、POP UP ストアが好調に推移したSHIBUYA109エンタテイメント等
を中⼼に、営業利益１６億円となり、前年度から＋３億円増益です。

〇 業績予想との⽐較では、△１２億円減収、△９億円減益となりました。
東急ストアは⼀部店舗において、除却費等の計上があったこと等により、
減益となりました。
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セグメント情報④ ⽣活サービス事業（ICT・メディア）FY2025 実績

2024年度 2025年度 2025年度
実績 実績 2⽉予想

＋ 103 ＋ 16 
（＋ 5.6%） （＋ 0.8%）

＋ 58 ＋ 3 
（＋ 20.6%） （＋ 1.1%）

＋ 3 ＋ 1 
（＋ 1.2%） （＋ 0.6%）

＋ 25 ＋ 0 
（＋ 6.1%） （＋ 0.2%）

＋ 16 ＋ 10 
（＋ 1.8%） （＋ 1.1%）

＋ 17 ＋ 4 
（＋ 13.8%） （＋ 3.2%）

＋ 14 ＋ 0 
（＋ 315.1%） （＋ 2.6%）

△ 3 ＋ 0 
（△ 9.6%） （＋ 3.0%）

＋ 0 △ 1 
（＋ 2.4%） （△ 16.0%）

＋ 5 ＋ 5 
（＋ 7.4%） （＋ 6.3%）

（単位：億円）
増減 摘要 増減

 東急レクリエーション 285 343 340

営業収益 1,861 1,965 1,949

 その他 891 908  東急パワーサプライ 326  (△12） 897

 東急エージェンシー 416 442 441

 イッツ・コミュニケーションズ 267 270 269

 東急レクリエーション 4 19 19

営業利益 128 146 142

 東急エージェンシー 9 10 12

 イッツ・コミュニケーションズ 34 30 30

 その他 79 85  東急パワーサプライ 52  (+5） 80

35

〇 続いてＩＣＴ・メディア事業でございます。
営業収益 １，９６５億円、営業利益 １４６億円、
対前年＋１０３億円増収、＋１７億円増益でございました。

〇 東急レクリエーションは、営業収益３４３億円、営業利益１９億円、
『国宝』や『⻤滅の刃』等のヒット作品に恵まれ、
＋５８億円増収、＋１４億円増益です。

〇 イッツ・コミュニケーションズは、営業収益２７０億円、営業利益３０億円、
＋３億円増収、△３億円減益です。

東急エージェンシーは営業収益４４２億円、営業利益は１０億円、
＋２５億円増収、営業利益は前年並みです。

その他は、営業利益は８５億円となり、＋５億円増益です。
電⼒⼩売事業の東急パワーサプライでは、営業収益３２６億円、
営業利益５２億円となり、電⼒調達環境の改善により＋５億円の増益です。

〇 業績予想との⽐較では、営業収益＋１６億円増収、営業利益＋４億円増益です。
当社の広告媒体の販売など、各事業が好調に推移いたしました。
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セグメント情報⑤ ホテル・リゾート事業

▎主要指標
 稼働率  ADR（サービス料込み）  RevPAR

※渋⾕エリアホテル：セルリアンタワー東急ホテル、SHIBUYA STREAM HOTEL、渋⾕エクセルホテル東急、渋⾕東急REIホテル

（％） （円） （円）

※「東急ホテルズ等」については、㈱東急ホテルズのほか、当社、東急ホテルズ＆リゾーツ㈱等を含んだ合算数値を表記しております

FY2025 実績

2025年度 2025年度 2025年度
実績 実績 実績

 ホテル事業（全体） 79.6 △ 0.3p 26,681 +2,761 21,233 +2,137

  渋⾕エリアホテル※ +
  ザ・キャピトルホテル東急 78.9 △ 1.5p 55,671 +4,907 43,917 +3,127

対前年
増減

対前年
増減

対前年
増減

2024年度 2025年度 2025年度
実績 実績 2⽉予想

＋ 124 △ 6 
（＋ 9.8%） （△ 0.5%）

＋ 130 △ 6 
（＋ 11.8%） （△ 0.5%）

△ 5 ＋ 0 
（△ 3.4%） （＋ 0.2%）

＋ 30 △ 2 
（＋ 46.0%） （△ 2.9%）

＋ 23 △ 6 
（＋ 38.7%） （△ 7.2%）

＋ 6 ＋ 3 
（＋ 138.7%） （＋ 48.0%）

（単位：億円）
増減 摘要 増減

東急ホテルズ等（※） 1,103 1,233 1,240

営業収益 1,268 1,393 1,400

営業利益 66 97 100

その他 165 160 159

東急ホテルズ等（※） 61 85   92

その他 4 11 7

36

〇 次に、ホテル・リゾート事業です。
営業収益 １，３９３億円、 営業利益 ９７億円、
対前年＋１２４億円の増収、＋３０億円増益でございました。

〇 東急ホテルズは、営業収益１，２３３億円、営業利益８５億円となり、
対前年＋１３０億円増収、＋２３億円増益となりました。

〇 ホテル全体の稼働率は７９．６％、⼀室単価は２６，６８１円、
渋⾕地区の４ホテルと、永⽥町のザ・キャピトルホテル東急では、
稼働率７８．９％、⼀室単価５５，６７１円となる等、
ADR、RevPARともに過去最⾼の⽔準で推移しております。

〇 業績予想との⽐較では、稼働率、⼀室単価ともに概ね想定通りとなりましたが、
修繕費等の費⽤の増加により、営業利益△２億円減益です。

〇 外国⼈宿泊⽐率は２６ページに記載をしております。
渋⾕地区のホテルでは引き続き８０％、ホテル全体でも５０％を超える⽔準を
維持しており、ADRの上昇に寄与しております。
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（単位：百万円、千⼈）

 渋⾕エリアをはじめ、都⼼の商業施設・ホテルにおいてインバウンド需要を着実に取り込む

渋⾕エリア 免税取扱⾼合計
訪⽇外国⼈数

※ 渋⾕ホテル：セルリアンタワー東急ホテル、 SHIBUYA STREAM HOTEL、渋⾕エクセルホテル東急、渋⾕東急REIホテル
※ 訪⽇外国⼈数は⽇本政府観光局（JNTO）統計データより

ホテル事業 外国⼈宿泊⽐率

（単位：%、千⼈） 訪⽇外国⼈数

渋⾕エリア 免税売上⾼合計

※ 渋⾕エリア対象施設：渋⾕スクランブルスクエア、ShinQs、SHIBUYA109、MAGNET by SHIBUYA109、渋⾕ 東急フードショー、THE WINE by TOKYU DEPARTMENT STORE
※ 上記は、渋⾕エリアの商業施設における免税取扱⾼を掲載しており、決算における売上⾼とは異なります
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営業外・特別損益FY2025 実績

2024年度 2025年度 2025年度
実績 実績 2⽉予想

△ 2 △ 28 
（△ 0.3%） （△ 2.6%）

＋ 131 ＋ 13 
（＋ 70.2%） （＋ 4.3%）

 受取利息・配当⾦ 21 25 ＋ 4 28 △ 2 

 持分法投資利益 117 239 ＋ 121  東急不動産ホールディングス 144 (+22) 、東急建設 20 (+10) 、
   東急リアル・エステート投資法⼈の投資⼝追加取得に伴う負ののれん相当額 66 225 ＋ 14 

 その他営業外収益 47 52 ＋ 5 52 ＋ 0 
＋ 44 △ 0 

（＋ 30.6%） （△ 0.2%）
 ⽀払利息 90 118 ＋ 27 114 ＋ 4 
 その他営業外費⽤ 53 70 ＋ 16 75 △ 4 

＋ 84 △ 14 
（＋ 7.8%） （△ 1.2%）

△ 41 ＋ 11 
 固定資産売却益 33 3 △ 29 4 △ 0 
 ⼯事負担⾦等受⼊額 26 33 ＋ 6 16 ＋ 17 
 特定都市鉄道整備準備⾦取崩額 25 - △ 25 - - 
 その他特別利益 16 23 ＋ 6 29 △ 5 

＋ 24 ＋ 6 
 固定資産除却損 7 20 ＋ 12 18 ＋ 2 
 減損損失 49 61 ＋ 11 4 ＋ 57 
 ⼯事負担⾦等圧縮額 19 27 ＋ 8 14 ＋ 13 
 その他特別損失 28 20 △ 8 87 △ 66 

＋ 18 △ 10 
（＋ 1.7%） （△ 0.9%）

（単位：億円）
増減 摘要 増減

営業外収益 186 318 305

営業利益 1,034 1,031 1,060

経常利益 1,077 1,161 1,176

営業外費⽤ 144 188 189

特別利益 101 60

特別損失 105 129 123

49

税⾦等調整前当期純利益 1,073 1,091 1,102

30

〇 続きまして、営業外損益から当期純利益までご説明申し上げます。

〇 営業外収益は３１８億円で、対前年＋１３１億円増加、
持分法投資利益は２３９億円で対前年＋１２１億円増加。
東急リアル・エステート投資法⼈の投資⼝追加取得に伴い、
持分法適⽤関連会社とし、負ののれん相当額６６億円を計上しております。
また、東急不動産ホールディングス、東急建設等の持分法投資利益も
増加しております。

〇 営業外費⽤は１８８億円で、対前年＋４４億円増加。
⽀払利息が＋２７億円増加です。

〇 特別利益は６０億円で、対前年で△４１億円減少、
固定資産売却益の減少に加え、東急電鉄において特定都市鉄道整備準備⾦の
取り崩しによる特別利益の計上が、昨年度に終了したことにより、
減少しております。

〇 特別損失は１２９億円で、対前年＋２４億円増加となりました。
渋⾕開発の進捗に伴う除却損の計上や、減損損失の計上によるものです。

〇 以上により、親会社株主に帰属する当期純利益は８７０億円となり、
対前年＋７３億円増益、業績予想との⽐較では＋３０億円増益でございました。
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事業環境の
⾒通し

2026年度 業績予想の前提

各事業の
⾒通し

交通 輸送⼈員：1,143百万⼈ 対前年 +2.4 ％ （対2019年度 △3.7％）
運賃収⼊：156,869百万円 対前年 +2.6 ％ （対2019年度+ 11.4％）

東急電鉄

不動産

不動産販売業
マンション分譲における引渡し⼾数の増加を⾒込む

ホテル・
リゾート 通期稼働率 ： 80.6% 対前年 +1.0 P

⼀室単価(ADR) ： 27,887円 対前年 +1,206 円

ホテル事業
国内旅⾏、インバウンド需要の段階的な増加等に伴い、稼働率・⼀室単価（ADR）共に前年度からの上昇を⾒込む

⽣活
サービス

東急百貨店
店舗売上⾼ 対前年増減率 全店 +1.7 % / 総売上⾼（賃貸含む）対前年増減率 既存店 +1.7 %

店舗売上⾼ 対前年増減率 全店 +6.7 % / 既存店 ※スーパーマーケット事業のみ +3.9 %
東急ストア

不動産賃貸業
空室率は引き続き低⽔準を想定（参考 2026年3⽉実績：空室率 0.95 ％ ）

分譲引渡し⼾数： 345⼾ 対前年 ＋103 ⼾

その他
トピックス

 中東情勢緊迫化の影響は織り込んでいない
 ⼈件費は、対前年 70億円程度の増加を⾒込む

 世界経済の先⾏きに不透明感があるが、引き続き⼈流改善や賃料、販売価格の上昇等、
良好な事業環境の継続を⾒込む

 インフレ、⼯事費⾼騰や⾦利動向等を考慮しつつ、内部成⻑への積極的な取り組みや、
経営努⼒による利益創出を図る

〇 続いて、通期業績予想です。
まず、前提に関してご説明いたします。

〇 事業環境に関しては、中東情勢や⾦融環境など、
世界経済の先⾏きに不透明感があるものの、⼈流改善や、賃料、販売価格の上昇等、
引き続き良好な事業環境を⾒込んでおります。
インフレ、⼯事費⾼騰や⾦利動向等について、注視しながら事業を推進するとともに、
内部成⻑の取り組み等、⼀定の経営努⼒による利益創出を織り込んだ、
意欲的な予想としております。

〇 中段には事業の⾒通しを記載しており、
各事業のKPIともに緩やかな改善を織り込んでおります。

〇 なお、中東情勢については、現時点では影響の正確な測定が難しいため、
織り込んでおりません。賃上げ等、⼈件費については
前年⽐で＋７０億円増加を⾒込んでおります。

10
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2026年度 業績予想ポイント①

▎前年度との⽐較

対 前回公表値
2026年度
経営計画

（2025年5⽉公表）
対前年2026年度

予想
2025年度

実績（億円）

+350
（+3.2%）

11,050+538
（+5.0%）

11,40010,861営業収益

+50
（+4.8%）

1,050+68
（+6.6%）

1,1001,031営業利益
+49

（+50.2%）95+1
（+1.0%）144142不動産販売業 営業利益

+0
（+0.2%）955+66

（+7.5%）955889不動産販売業を除く営業利益

+45
（+4.2%）

1,070+68
（+6.5%）

1,1151,047事業利益

+24
（+2.3%）

1,090△47
（△4.1%）

1,1141,161経常利益

+90
（+11.1%）

810+29
（+3.4%）

900870親会社株主に帰属する
当期純利益

※ 事業利益＝ 営業利益＋上場会社を除く持分法投資損益 ＋不動産事業等に係る受取配当

 営業収益・営業利益は、交通事業の利⽤者の増加に加え、不動産事業におけるマンション販売増加等により増収、増益
 親会社株主に帰属する当期純利益は、営業利益の増益等により増益

▎中期３か年経営計画との⽐較
 2025年5⽉に更新をした公表値から上⽅修正

〇 ２０２６年度通期の業績予想について、ご説明します。

〇 営業収益は１兆１，４００億円、営業利益は１，１００億円とし、
２０２５年度から、＋５３８億円増収、＋６８億円増益といたします。

〇 親会社株主に帰属する当期純利益については９００億とします。
２０２５年度に計上した、東急リアル・エステート投資法⼈の
負ののれん相当額の計上の反動が⽣じますが、経営努⼒も含めて、
２０２５年度から＋２９億円増益となる⽔準を⽬指してまいります。

〇 なお、昨年５⽉にアップデートした経営計画との⽐較では、営業利益＋５０億円、
親会社株主に帰属する当期純利益＋９０億円の増益計画です。

11
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2026年度 業績予想ポイント② 【経営指標】

※ 事業利益＝ 営業利益＋上場会社を除く持分法投資損益 ＋不動産事業等に係る受取配当

対 前回公表値
2026年度
経営計画

（2025年5⽉公表）
対前年2026年度

予想
2025年度

実績

+17.17141+5.90158.15152.25（円）EPS
（⼀株当たり当期純利益※）

+0.88.7△0.49.610.0（%）ROE
（⾃⼰資本利益率）

△0.03.8+0.03.83.7（%）ROA
（総資産事業利益率※）

+168
（+7.6%）

2,200+88
（+3.9%）2,3682,279（億円）東急EBITDA(※)

+51
（+2.6%）

2,000+133
（+7.0%）2,0511,917（億円）EBITDA

+0.15.9+0.06.16.1（倍）
有利⼦負債
/  東急EBITDA倍率

+0.46.2△0.26.66.8（倍）
純有利⼦負債
/  EBITDA倍率

※ 東急EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費 ＋ のれん償却費 ＋ 固定資産除却費＋受取利息配当＋持分法投資損益

〇 経営指標についてご説明いたします。
ＥＰＳ１株当たり当期純利益は１５８.１５円、ＲＯＥは９.６％、
ＲＯＡ総資産事業利益率は３.８％を⾒込みます。

12
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（2025年度 実績）
営業利益

交通 不動産 ホテル・リゾート ⽣活サービス 全社・消去 （2026年度予想）
営業利益

860

910

960

1010

1060

1110

2026年度 セグメント別営業利益 業績予想ポイント【対前年】

ホテル事業 +11東急電鉄等 +21
東急バス △0

リテール +11
‒ 東急ストア +11

ICT・メディア △6
‒ 東急レクリエーション △4

不動産販売業 +1
不動産賃貸業 +23
不動産管理業 +0

1,100

1,031

（億円）

+23
+36

+5+6 △3

〇 業績予想のセグメント別のポイントについて、
前年度との⽐較でご説明します。

〇 交通事業では、東急電鉄において、輸送⼈員が＋２.４％増加する等、
需要の伸びを⾒込み、合計で＋３６億円増益となります。

〇 不動産事業は＋２３億円増益。
不動産販売業は、概ね前年並みを⾒込むことに加えて、賃貸業において、
更なる賃料の増加が進むことを⾒込んでおります

〇 その他、ホテル・リゾート事業や⽣活サービス事業においても、
価格上昇や新たな需要喚起により、インフレを上回る成⻑を達成して参ります。

13
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株主還元・資本政策

• 安定配当を継続し、利益成⻑に応じた配当⾦の持続的な増加を⽬指す
（中⻑期では業績や資⾦状況をふまえつつ配当性向30％を意識する）

• ⾃⼰株式取得等資本政策については、機動的かつ積極的に実施
現中期３か年経営計画の
株主還元⽅針

23

15 15 15 17.5
24 

30 32 

0
5

10
15
20
25
30
35

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度予想

１株当たりの配当⾦推移（2019年度〜2026年度予想）

• １株当たり年間32円（2円増配予想）

株主還元の考え⽅

2026年度の株主還元

配当

⾃⼰株式取得 • 200億円・1,300万株を上限に取得予定

⾃⼰株式取得額の推移（2019年度〜2026年度予想）

100

0 0 0 

300 

400 

100 

200 

0

100

200

300

400

500

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度予想

※市場動向等により⼀部⼜は全部の注⽂の執⾏が⾏われない場合があります

（円） （億円）

総還元性向40%程度を当⾯の⽬安とする

〇 最後に、株主還元についてです。

〇 ２０２６年度の配当⾦については、前年度から２円増配の、
１株当たり３２円といたします。

〇 また、⾃⼰株式の取得についても併せて決議しております。
合計２００億円、１，３００万株を上限として、
年度内を⽬途に実施してまいります。

〇 また、株主還元の⽅針ですが、現中期経営計画で定めた、
「安定配当を継続し、利益成⻑に応じた配当⾦の持続的な増加を⽬指す」
「⾃⼰株式取得は、機動的かつ積極的に実施する」という⽅針を踏まえながら、

当⾯の間は、総還元性向４０％を⽬途に実施してまいりたいと存じます。
なお、当期は総還元性向約４４％を⾒込んでおります。

ご説明は以上でございます。
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